
43

令和４年度税制改正⼤綱（抄）
令和３年12⽉10⽇
⾃ 由 ⺠ 主 党
公 明 党第⼀ 令和４年度税制改正の基本的考え⽅

２．経済社会の構造変化を踏まえた税制の⾒直し
⑵ 相続税・贈与税のあり⽅

⾼齢化等に伴い、⾼齢世代に資産が偏在するとともに、相続による資産の世代間移転の時期がより⾼齢期にシフト
しており、結果として若年世代への資産移転が進みにくい状況にある。
⾼齢世代が保有する資産がより早いタイミングで若年世代に移転することになれば、その有効活⽤を通じた経済の

活性化が期待される。
⼀⽅、相続税・贈与税は、税制が資産の再分配機能を果たす上で重要な役割を担っている。⾼齢世代の資産が、適
切な負担を伴うことなく世代を超えて引き継がれることとなれば、格差の固定化につながりかねない。
このため、資産の再分配機能の確保を図りつつ、資産の早期の世代間移転を促進するための税制を構築していくこ
とが重要である。
わが国では、相続税と贈与税が別個の税体系として存在しており、贈与税は、相続税の累進回避を防⽌する観点か

ら⾼い税率が設定されている。このため、将来の相続財産が⽐較的少ない層にとっては、⽣前贈与に対し抑制的に働
いている⾯がある⼀⽅で、相当に⾼額な相続財産を有する層にとっては、財産の分割贈与を通じて相続税の累進負担
を回避しながら多額の財産を移転することが可能となっている。
今後、諸外国の制度も参考にしつつ、相続税と贈与税をより⼀体的に捉えて課税する観点から、現⾏の相続時精算
課税制度と暦年課税制度のあり⽅を⾒直すなど、格差の固定化防⽌等の観点も踏まえながら、資産移転時期の選択に
中⽴的な税制の構築に向けて、本格的な検討を進める。
あわせて、経済対策として現在講じられている贈与税の⾮課税措置は、限度額の範囲内では家族内における資産の

移転に対して何らの税負担も求めない制度となっていることから、そのあり⽅について、格差の固定化防⽌等の観点
を踏まえ、不断の⾒直しを⾏っていく必要がある。
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相続税の合計課税価格階級別の課税状況等（令和２年分）

件 ％ 億円 ％ 万円 万円 ％

〜  ５千万円 11,774 9.8 88 0.4 4,444 75 1.7
〜  １億円 61,387 60.8 1,573 7.9 7,095 256 3.6
〜  ２億円 31,056 86.6 3,620 25.2 13,666 1,166 8.5
〜  ３億円 7,985 93.2 2,590 37.6 24,098 3,243 13.5
〜  ５億円 4,810 97.2 3,324 53.5 37,805 6,910 18.3
〜  ７億円 1,528 98.5 2,004 63.1 58,459 13,117 22.4
〜 １０億円 855 99.2 1,769 71.6 82,632 20,687 25.0
〜 ２０億円 745 99.8 2,825 85.1 132,963 37,917 28.5

〜 １００億円 214 99.9 2,151 95.4 305,626 100,515 32.9
 １００億円超 18 100.0 972 100.0 1,576,811 539,744 34.2

120,372 20,915 13,619 1,737 12.8

(備考) 1. 「国税庁統計年報書」による。
      2. 当初申告ベースの計数である(修正申告を含まない）。

(a) (b)税   額 累積割合累積割合

合  計

課税価格 納付税額
負担割合

(b)／(a)

合計課税価格
階級区分

件      数 納 付 税 額 平  均 平  均

件   数
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贈与税（暦年課税）の取得財産価額階級別の課税状況等（令和２年分）

〔暦年課税分〕

件 ％ ％ 億円 ％ ％ 万円 万円 ％ 

～ 　150万円 113,120 31.1 31.1 12.3 0.6 0.6 120.8 1.1 0.9

～ 　200万円 44,470 12.2 43.3 33.8 1.5 2.1 186.3 7.6 4.1

～ 　400万円 119,827 32.9 76.2 224.5 10.2 12.3 293.8 18.7 6.4

～ 　700万円 55,944 15.4 91.5 299.5 13.6 25.9 518.1 53.5 10.3

～ 1,000万円 15,667 4.3 95.8 205.3 9.3 35.3 844.5 131.1 15.5

～ 2,000万円 11,284 3.1 98.9 262.3 11.9 47.2 1,360.5 232.5 17.1

～ 3,000万円 2,503 0.7 99.6 105.9 4.8 52.0 2,336.6 423.1 18.1

～ 5,000万円 717 0.2 99.8 102.5 4.7 56.7 3,746.9 1,429.7 38.2

～ 1億円 363 0.1 99.9 115.4 5.3 62.0 6,935.3 3,178.8 45.8

～ ３億円 256 0.1 99.9 223.4 10.2 72.1 17,568.4 8,725.8 49.7

～ ５億円 68 0.0 99.9 132.4 6.0 78.1 39,920.6 19,463.2 48.8

～ １０億円 46 0.0 99.9 154.1 7.0 85.2 69,015.2 33,497.8 48.5

１０億円超 30 0.0 100.0 326.1 14.8 100.0 213,513.3 108,713.3 50.9

364,295 100.0 2,197.5 100.0 391.3 60.3 15.4

(備考)  １．「国税庁統計年報書」による。

　　　　　2. 当初申告ベースの計数である(修正申告を含まない）。

合　　計

人　　　　員

人 　 員 累積比構成比階  級  区  分

納  付  税  額 平均取得取得財産価額

(b)／(a)(b)
納付税額

負担率平　　　均

(a)税　  額 累積比構成比
財産価額
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贈与税（相続時精算課税）の取得財産価額階級別の課税状況等（令和２年分）

〔相続時精算課税分〕

件 ％ ％ 億円 ％ ％ 万円 万円 ％ 

～ 　150万円 2,105 5.3 5.3 0.4 0.1 0.1 99.1 1.9 1.9

～ 　200万円 1,548 3.9 9.2 0.2 0.0 0.1 179.4 1.6 0.9

～ 　400万円 6,664 16.8 26.0 1.2 0.2 0.3 303.5 1.8 0.6

～ 　700万円 8,675 21.9 47.9 1.6 0.3 0.6 543.1 1.9 0.3

～ 1,000万円 6,582 16.6 64.5 1.8 0.3 0.9 869.7 2.8 0.3

～ 2,000万円 8,836 22.3 86.8 4.2 0.7 1.6 1,434.6 4.8 0.3

～ 3,000万円 3,267 8.2 95.0 6.8 1.1 2.7 2,410.1 20.8 0.9

～ 5,000万円 926 2.3 97.3 21.9 3.7 6.4 3,791.9 236.7 6.2

～ 1億円 571 1.4 98.8 49.2 8.3 14.7 6,994.7 861.8 12.3

～ ３億円 369 0.9 99.7 99.6 16.7 31.4 16,205.1 2,697.8 16.6

～ ５億円 61 0.2 99.8 42.3 7.1 38.5 37,583.6 6,932.8 18.4

～ １０億円 24 0.1 99.8 31.2 5.2 43.7 68,370.8 12,991.7 19.0

１０億円超 27 0.1 100.0 335.7 56.3 100.0 624,381.5 124,322.2 19.9

39,655 100.0 596.2 100.0 1,709.0 150.3 8.8

(備考)  １．「国税庁統計年報書」による。

　　　　　2. 当初申告ベースの計数である(修正申告を含まない）。

合　　計

人　　　　員

人 　 員 累積比構成比階  級  区  分

納  付  税  額 平均取得取得財産価額

(b)／(a)(b)
納付税額

負担率平　　　均

(a)税　  額 累積比構成比
財産価額
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025,00050,00075,000100,000125,000150,000175,000

200万円以下

400万円以下

700万円以下

1000万円以下

2000万円以下

3000万円以下

5000万円以下

1億円以下

5億円以下

10億円以下

50億円以下

50億円超

︓ 相続時精算課税

︓ 暦年課税

取得財産価額の区分

（出典）国税庁統計年報書
（注）「申告⼈数」は、申告義務のある者の計数である。

「税額」は、納税猶予税額を控除する前の計数である。

申告⼈数 （件）

◯ 暦年課税での受贈者（36.4万⼈）は、基礎控除額近傍での贈与（200万円以下）が多い。
◯ 相続時精算課税での受贈者（4.0万⼈）は、暦年課税と⽐較すると、より⾼額での贈与（400万円以下の区分〜

2,000万円以下の区分）が多い傾向が⾒られる。
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贈与税の財産種類別構成割合（令和２年分）

（備考） １．「国税庁統計年報書」による。
２．当初申告ベースの件数である（修正申告を含まない）。
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◯ 相続時精算課税は、暦年課税と⽐べ、⼟地や有価証券の占める割合が⾼い（現預⾦の占める割合は低い）。


